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 問題の背景 

今回の権利確定条件付有償新株予約権の会計処理を検討するにあたり、有利発行条件の判断

のために行われている有償の権利確定条件付新株予約権の公正価値評価上の問題を考慮に入れ

るべきであると思います。 

例として、2017年 1月に発行された権利確定条件付有償新株予約権価値評価結果と単純に権

利確定条件がなかった場合の評価（BS式による評価並びに適用指針 14）を以下に比較してみ

ました。 

ある例では、99％以上のディスカウントが行われています。 

現在の有利発行条件における公正価値評価の情報開示においては、基礎数値の開示も十分に

行われていないこともありますので、Aの例の算定には、常識的な範囲での仮定も入っており

ます。 

                     （単位：円） 

 

この価値評価の結果（中段の発行事例の算定結果）では、算定人独自の仮定・価格算定モデ

ルを使用し、「ブラックボックス」となっており、評価の透明性が確保されておりません。 

これらの権利確定付有償新株予約権には、利益上昇等の業績基準が付されています。 
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このような条件が、公正価値を計算する価格算定モデル（株価との相関・利益のランダムウ

ォークの仮定など）にどのように組み込まれているか、まったくもって不透明であり、公正価

値の検証可能性そのものが確保されておりません。価格算定モデルが不透明であることは、会

計監査にも影響を与えるものと思われます。 

 

したがって、 

① 算定人の公正価値評価自体の透明性を確保すること。 

② 有利発行条件で規定する公正価値・算定人の計算結果の公正価値、そして会計基準上定め

る公正価値との整合性を確保する。 

上記2点の必要性が喫緊であると考えます。 

僭越ながら、上記のような評価上の問題を踏まえて、公開草案52号について、以下「質問2

の会計処理」についてコメントいたします 

・1．5（3）の「公正な評価額から払込額を差し引いた金額」を費用計上という表現を（公正

な評価単価‐払込金額相当の評価単価）×（見積りストックオプション数）を明記する必要が

あると思います。払込金額＝予約権単価×付与数≒公正価値評価単価×見積りストックオプシ

ョン数の関係にあるため、これまで、有利発行条件の評価において、前者の予約権単価のみ開

示していたものが、公正価値評価において、評価単価と見積もりストックオプション数も明ら

かにすることによって、評価の不透明な問題は幾分軽減されると考えます。 

・1．5（2）において、業績条件のうち、「明らかに価格算定モデルに組み込むことができ

る」株式市場条件は、公正な評価単価として考慮するものとしたほうがよいかと考えます。

（これについてはストックオプション会計基準にも影響するかもしれません。）これは、IFRS

第 2号にも規定されておりますが、想定される価格算定モデルの要素を限定する点で重要な項

目であると思います。有償新株予約権の評価においては、特に価格算定モデル（評価単価）の

透明化が必須であると考えます。 

 

--------------------------------------------------------- 

2点付け加えさせていただきたいと存じます。 

前回お送りした以下の各事例の公正な評価単価（図表1）は通常の価値に比べて大きくディス

カウントしています。その評価の差異となる条件は図表2に示したことが要因となることをお

伝えいたしました。算定人の公正評価単価には業績基準が組み入れられている一方、会計基準

上の公正評価単価は考慮しないことになっているかと存じます（ストックオプション基準の

6）。 

それは、「失効の見込みについてはストックオプション数に反映させるため、公正な評価単

価の算定上は考慮しない。」としており、結論の背景については、「勤務条件や業績条件が達

成されないことによる失効数である。」とし、間接的に勤務条件や業績条件を公正価値評価に

考慮しないとしているからです。 
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以上より、会計基準上の公正価値評価単価の取り扱いを明確にすべきだと考えます。 

そのため、1点目として、会計基準上の公正な評価単価に「勤務条件や業績条件を考慮しな

い」という点を明確に示すべきだと考えます。 

 また、ストックオプション会計基準結論の背景では51に「業績条件の中には株価を条件とす

るもののように、一般に権利不確定による失効数を見積もることが困難なものが含まれてい

る。」という記述がございますが、むしろIFRS第2号の結論の背景のBC184の記述では、「株

式市場条件はオプション価格決定モデルに盛り込むことができる」としています。 

 よって、2点目として会計基準上の公正な評価単価には、業績条件のうち株式市場条件は考

慮すべきであると明確に示すべきだと考えます。 

  

 以上2点についてもご検討いただけますと幸いです。 

 よろしくお願いいたします。 

 

      図表1 有償ストックオプション評価事例 

                    （単位：円）   
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